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(単位：千t）

柱角材 可燃物 不燃物
コンクリート

がら
金属 その他

4% 16% 30% 43% 3% 4%

滋賀県 2,166 87 347 650 931 65 87 -

京都府 2,965 119 474 890 1,275 89 119 -

大阪府 11,569 463 1,851 3,471 4,975 347 463 732

兵庫県 4,995 200 799 1,498 2,148 150 200 454

奈良県 5,012 200 802 1,504 2,155 150 200 -

和歌山県 18,029 721 2,885 5,409 7,752 541 721 2,558

合計 44,735 1,789 7,158 13,421 19,236 1,342 1,789 3,744

滋賀県 - - - - - - - -

京都府 1,276 51 204 383 549 38 51 -

大阪府 53,114 2,125 8,498 15,934 22,839 1,593 2,125 -

兵庫県 13,777 551 2,204 4,133 5,924 413 551 -

奈良県 - - - - - - - -

和歌山県 - - - - - - - -

合計 68,167 2,727 10,907 20,450 29,312 2,045 2,727 -

津波
堆積物

対象地震

上町断層
帯地震

南海トラフ
巨大地震

災害
廃棄物

府県

1 検討条件の整理 

1.1 検討条件 

（1） 災害廃棄物発生量 

災害廃棄物発生量は、環境省 近畿地方環境事務所の「平成 30 年度 第２回大規模災害発生

時廃棄物対策近畿ブロック協議会 資料４南海トラフ巨大地震を例としたケーススタディーの

検討結果」により、災害廃棄物発生量ならびに組成別発生量、組成割合が整理されている。こ

こでは、下表に示す「南海トラフ巨大地震」と「上町断層帯地震」を検討条件とした。 

 

表 -1 検討条件（対象地震と災害廃棄物等発生量） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1：出典 平成 30 年度 第２回大規模災害発生時廃棄物対策近畿ブロック協議会 

資料４ 南海トラフ巨大地震を例としたケーススタディーの検討結果（環境省近畿地方環境事務所） 

※2：次頁参照（推計値） 

 

※1 ※2 
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（2） 津波堆積物発生量 

南海トラフ巨大地震における津波堆積物の発生量は、以下に示す津波浸水面積（2012 年度 内

閣府 南海トラフの巨大地震モデル検討会）から、災害廃棄物対策指針の発生原単位を用いて推

計した。 

 

表 2 津波浸水面積（内閣府） 

対象地震 府県 津波浸水面積 m2
津波堆積物 

発生量 千 t 

南海トラフ 

巨大地震 

滋賀県 - - 

京都府 - - 

大阪府 30,500,000 732 

兵庫県 18,900,000 454 

奈良県 - - 

和歌山県 106,600,000 2,558 

出典：津波浸水想定について（解説）（平成 25 年 8月 大阪府） 

南海トラフ巨大地震の津波浸水想定について（解説）（平成 25 年 兵庫県） 

「南海トラフの巨大地震」及び「東海・東南海・南海３連動地震」による 

津波浸水想定について（平成 25 年 和歌山県） 

 

【参考情報】 

（津波堆積物発生原単位） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：災害廃棄物対策指針（改訂版）技術資料 【技 1-11-1-1】p.16 

（平成 30 年 3 月 環境省環境再生・資源循環局 災害廃棄物対策室） 
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↑近畿管内の海面処分場（跡地）を想定 

1.2 災害廃棄物処理の流れと検討内容 

大規模災害で発生した災害廃棄物は、一次仮置場に搬入し粗選別を行った後、二次仮置場で破

砕選別等の処理を行う。その後、再資源化、焼却処理、最終処分等、分別後の品目に応じて受入

先に搬入し、処分を行う。処理にあたっては、市町や民間の既存施設を最大限活用しつつ、また、

可能な限り再資源化に努めるが、災害廃棄物発生量が膨大な場合には、市町や県の区域外も含め

た広域処理や、仮設焼却炉の設置を行うことで、計画期間内の処理完了を目指す。 

 

本検討では、災害廃棄物処理のうち、近畿管内の海面処分場（跡地）における一次仮置場とし

ての利用（下図赤枠箇所）の可能性について、検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：災害廃棄物に関する研修ガイドブック(平成 29 年 3月 国立研究開発法人国立環境研究所) 
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1.3 発生する災害廃棄物の種類 

災害時に発生する災害廃棄物の種類について、災害廃棄物対策指針や過去の災害における実績

等からより以下のように整理した。 

表 3 主な災害廃棄物の種類 

種類 性状等 

可燃物/可燃

系混合物 

繊維類、紙、木くず、プラスチック等が混在した可燃系廃棄物 

木くず 柱・はり・壁材などの廃木材 

不燃物/不燃

系混合物 

分別することができない細かなコンクリートや木くず、プラスチック、ガラス、土

砂（土砂崩れにより崩壊した土砂、津波堆積物※等）などが混在し、概ね不燃系の

廃棄物 

※海底の土砂やヘドロが津波により陸上に打ち上げられ堆積したものや陸上に存在

していた農地土壌等が津波に巻き込まれたもの 

コンクリート

がら等 

コンクリート片やコンクリートブロック、アスファルトくずなど 

金属くず 鉄骨や鉄筋、アルミ材など 

畳・布団 被災家屋から排出される畳・布団であり、被害を受け使用できなくなったもの 

廃家電 

（4品目） 

被災家屋から排出される家電４品目（テレビ、洗濯機・衣類乾燥機、エアコン、冷

蔵庫・冷凍庫）で、災害により被害を受け使用できなくなったもの 

※リサイクル可能なものは各リサイクル法により処理を行う 

小型家電/ 

その他家電 

被災家屋から排出される小型家電等の家電４品目以外の家電製品で、災害により被

害を受け使用できなくなったもの 

腐敗性廃棄物 被災冷蔵庫等から排出される水産物、食品、水産加工場や飼肥料工場等から発生す

る原料及び製品など 

有害廃棄物/ 

危険物 

石綿含有廃棄物、ＰＣＢ、感染性廃棄物、化学物質、フロン類・ＣＣＡ(クロム銅砒

素系木材保存剤使用廃棄物）・テトラクロロエチレン等の有害物質、医薬品類、農薬

類の有害廃棄物。太陽光パネルや蓄電池、消火器、ボンベ類などの危険物等 

廃自動車等 自然災害により被害を受け使用できなくなった自動車、自動二輪、原付自転車 

※リサイクル可能なものは各リサイクル法により処理を行う 

※処理するためには所有者の意思確認が必要となる。仮置場等での保管方法や期間

について警察等と協議する 

その他、適正
処理が困難な
廃棄物 

ピアノ、マットレスなどの地方公共団体の施設では処理が困難なもの（レントゲン
や非破壊検査用の放射線源を含む）、漁網、石こうボード、廃船舶（災害により被害
を受け使用できなくなった船舶）など 
また、特有の対応が必要となるものとして廃タイヤ、石綿及び石綿含有廃棄物、油
混じり土砂 
土砂混じりがれきなど 

※上記は選別後の分類であり、災害時には上記のものが混合状態で発生する場合が多い。 

出典：災害廃棄物対策指針（改定版）p1-10（平成30年3月  

環境省環境再生・資源循環局 災害廃棄物対策室） 

東日本大震災における災害廃棄物処理概要報告書（平成 28 年 3月 

環境省大臣官房 廃棄物・リサイクル対策部） 

平成 26 年 8月豪雨に伴う広島市災害廃棄物処理の記録（平成 28 年 3 月 

環境省中国四国地方環境事務所・広島市環境局） 

平成 27 年 9月関東・東北豪雨により発生した災害廃棄物処理実行（平成 28 年 9月 常総市） 
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1.4 処理期間の設定 

地震災害の処理期間は、近畿管内の主な自治体が策定している「災害廃棄物処理計画」の南海

トラフ巨大地震、上町断層帯地震を想定地震とした場合の処理目標期間に準じ、最大 3 年に設定

する。 

 

表 4 災害廃棄物処理計画の処理目標期間 

処理計画 想定災害 処理目標期間 

滋賀県災害廃棄物処理計画 ・南海トラフ巨大地震 最大 3年 

大阪府災害廃棄物処理計画 
・南海トラフ巨大地震 

・上町断層帯地震 
最大 3年 

大阪市災害廃棄物処理基本計画 
・南海トラフ巨大地震 

・上町断層帯地震 
最大 3年 

堺市災害廃棄物処理計画 
・南海トラフ巨大地震 

・上町断層帯地震 
最大 3年 

兵庫県災害廃棄物処理計画 
・南海トラフ巨大地震 

・上町断層帯地震 

概ね 2年 

最大 3年 

神戸市災害廃棄物処理指針 ・南海トラフ巨大地震 最大 3年 

和歌山県災害廃棄物処理計画 ・南海トラフ巨大地震 最大 3年 

和歌山市災害廃棄物処理計画 ・南海トラフ巨大地震 最大 3年 

 

出典:滋賀県災害廃棄物処理計画(平成 30 年 3月 滋賀県) 

大阪府災害廃棄物処理計画(平成 29 年 3月 大阪府) 

大阪市災害廃棄物処理基本計画第１版(平成 29 年 3月 大阪市環境局) 

堺市災害廃棄物処理計画(平成 29 年 3月 3 月 堺市) 

兵庫県災害廃棄物処理計画 (平成 30 年 8 月 兵庫県) 

神戸市災害廃棄物処理指針(平成 30 年 3月 神戸市) 

和歌山県災害廃棄物処理計画(平成 27 年 7月 和歌山県) 

和歌山市災害廃棄物処理計画(平成 29 年 10 月 和歌山市) 
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2.過去の大規模災害における災害廃棄物の広域処理 

2.1 過去の災害廃棄物処理における近畿管内への海上輸送 

過去の大規模災害における災害廃棄物の広域処理と海上輸送の概要を表 5 に整理する。また、

近畿管内への海上輸送の事例について表 6 に整理するとともに、図 1 に過去の近畿管内での災害

廃棄物処理の対応箇所を示す。 
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年
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処

理
が

困
難

な
1
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害
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棄
物
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燃
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た
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送
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東
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資
源
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処
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処
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島
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大
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町
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害
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理
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年
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平
成
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年
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年
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当

初
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混
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物
2
.
0
万

ト
ン
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外
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出
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神
戸

港
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事
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(
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資
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,
処

理
,
処

分
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神
戸

港
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日
本

大
震

災
に

お
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害
廃
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舶
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の

経
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と
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題
2
0
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3
年

1
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月

リ
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イ
ク

ル
ポ

ー
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推
進

協
議

会
一

般
財

団
法

人
日

本
災

害
対

応
シ

ス
テ

ム
ズ

H
P

広
域

処
理

な
ら

び
に

海
上

輸
送

の
概

要
海

上
輸

送
の

港
湾

参
考

文
献

・
資

料
対

象
災

害
発

災
時

期
災

害
廃

棄
物

等
発

生
量

処
理

期
間

熊
本

地
震

平
成

2
8
年

4
月

3
0
0
万

ト
ン

約
2
年

平
成

2
8
年

熊
本

地
震

に
お

け
る

災
害

廃
棄

物
処

理
の

記
録

 
平

成
3
1
年

3
月

熊
本

県
一

般
財

団
法

人
日

本
災

害
対

応
シ

ス
テ

ム
ズ

H
P

表
5 

過
去
の
災
害
廃
棄
物
処
理
の
概
要
と
広
域
処
理
な
ら
び
に
海
上
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排
出

元
災

害
廃

棄
物

の
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類
積

出
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～
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輸
送
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入
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災
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廃
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概
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本
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年
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月

3
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1
0
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年
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岩
泉

町
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木
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ﾅ
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熊
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ﾅ
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2.2 阪神・淡路大震災における災害廃棄物処理 

阪神・淡路大震災における神戸市の災害廃棄物処理について、過去の文献等に基づき整理を行

った。整理にあたり、参照した文献等を以下に示す。 

 

（参照資料） 

災害廃棄物処理事業業務報告書（平成 10 年 3 月 神戸市環境局） 

災害廃棄物処理事業業務報告書【資料編】（平成 10年 3 月 神戸市環境局） 

蘇れ！より強くよりしなやかに（運輸省第三港湾建設局震災復興建設部） 

災害廃棄物処理に係る阪神・淡路大震災 20 年の検証 

（平成 27年 3 月 災害廃棄物処理に係る阪神・淡路大震災 20 年検証委員会） 

 

(1)概要 

阪神・淡路大震災における災害廃棄物処理は、神戸市の最終処分場である内陸部の布施畑及

び淡河環境センターとその周辺の友清地区、複合産業団地に仮置場を設け、可燃物は既設のク

リーンセンター（焼却施設）や、布施畑及び淡河環境センター、複合産業団地に設置された仮

設焼却炉おいて焼却処理された。焼却後の焼却灰は、大阪湾フェニックスセンターで埋立処分

された。 

また、神戸市内の渋滞緩和の観点から、臨海部の各所に積出基地を設け、廃棄物を海上運搬

し、埋立造成中であったポートアイランド 2 期の一部を仮置場として利用した。さらにポート

アイランド 2 期の造成箇所に、仮設焼却炉を設け、可燃物の焼却処理が行われた。焼却後の焼

却灰は、大阪湾フェニックスセンターで埋立処分された。 

コンクリート系廃棄物や、廃棄物の選別過程で発生した土砂等については、当初、大阪湾フ

ェニックスセンターで埋立処分していたが、神戸港内での埋立が可能となった後は、摩耶埠頭、

新港突堤東、ポートアイランド 2期、六甲アイランド南において、埋立材として利用された。 

なお、不燃物や処理困難物の一部については岡山県、三重県等の民間業者により域外処理さ

れた。 

次頁の 図 2 に災害廃棄物の処理フローを示すとともに 表 7 に災害廃棄物処理・処分実績を

示す。また、災害廃棄物処理に係る拠点の位置関係について 図 3 ～ 図 エラー! 指定したス

タイルは使われていません。 に示す。 
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災 害 廃 棄 物

木 質 系 廃 棄 物

積出基地
深江・兵庫・脇浜

ｺﾝｸﾘｰﾄ系廃棄物

積出基地
PI-2期・長田・灘浜

仮置場
布施畑・淡河・複合・友清 脇浜・PI-2期

（725千t）

仮 設 破 砕 ・ 選 別 施 設

処 理
困難物

不 燃 物可 燃 物良 質
廃木材

域
外
処
理

埋立処分
PI-2期

ﾌｪﾆｯｸｽ処分
(尼崎沖)

域
外
処
理

リ
サ
イ
ク
ル

リ
サ
イ
ク
ル

埋立処分
・布施畑
・淡河
・PI-2期

埋立処分
・摩耶埠頭
・六甲ｱｲﾗﾝﾄﾞ南
・新港突堤東
・PI-2期

ﾌｪﾆｯｸｽ処分
(尼崎沖・
泉大津沖)

焼却灰
キルン
土 砂

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ
焼 却

仮 設 炉
焼 却

8,035千t

4,598千t3,437千t

海上運搬 450千t

金属

3,873千t

94千t 786千t（ｷﾙﾝ炉382千t)

14千t 251千t
PI-2期

326千t

海上運搬

3,365千t

104千t 3,333千t 26千t 6千t 265千t 326千t 945千t 1,965千t

(725千t)

51千t

海上運搬

537千t

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 阪神・淡路大震災災害廃棄物処理フロー（神戸市） 

出典：災害廃棄物処理事業業務報告書【資料編】（平成 10 年 3月 神戸市環境局） 
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単位：千t

埋立

計 仮設炉
ｸﾘｰﾝ
ｾﾝﾀｰ

処理後 不燃物
処理

困難物
金属 木材

淡河 1,045 716 73 0 641(75) 0 0 2 0 39

複合産業団地 95 99 6 8 85 0 0 0 0 0

友清 3 8 0 3 5 0 0 0 0 0

PI-2期 (450) 460 404 5 47(326) 0 0 4 0 35

脇浜 151 134 0 0 0 134 0 (0.5) 0 0

合　計 4,598 3,873 786 94 1,965(326) 945 51 26 6 251(14)

(キルン土砂)

木
　
　
質
　
　
系

焼却

処理・処分

仮置場 搬入量

303 78 811 51布施畑 1,187(15)2,871

焼却灰
ﾌｪﾆｯｸｽ処分
(ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ焼

却分)

域外処理 リサイクル

177(14)2,456 620

単位：千t

埋立

計 仮設炉
ｸﾘｰﾝ
ｾﾝﾀｰ

処理後 不燃物
処理
困難物

金属 木材

灘浜 2,814 2,814 ― ― 2,814 ― ― 0 0

長田 551 551 ― ― 551 ― ― 0 0

PI-2期
(直接搬入)

72 72 ― ― 72 ― ― 0 0

合　計 3,437 3,437 ― ― 3,437 ― ― 0 0

焼却 域外処理 リサイクル

コ
ン
ク
リ
ー

ト
系

積出基地 搬入量

処理・処分

 

表 7 神戸市における災害廃棄物処理・処分実績 

（木質系廃棄物） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（コンクリート系廃棄物） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：災害廃棄物処理事業業務報告書【資料編】（平成 10 年 3月 神戸市環境局） 
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3 仮置場必要面積の検討 

近畿管内の海面処分場において、陸地化した部分の災害廃棄物の仮置場としての利用の可能性

について検討を行う。 

3.1 算定方法 

次の算定方法に基づき、一次仮置場の必要面積を算定する。次頁以降に算定結果を示す。 

 

【参考情報】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：災害廃棄物対策指針（改訂版）技術資料 【技 1-14-4】p1 

（平成 30 年 3 月 環境省環境再生・資源循環局 災害廃棄物対策室） 
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組成 府県 必要面積m2 組成 府県 必要面積m2 組成 府県 必要面積m2

滋賀県 289,300 滋賀県 420,100 滋賀県 0

京都府 395,300 京都府 575,300 京都府 0

大阪府 1,542,700 大阪府 2,243,900 大阪府 133,700

兵庫県 666,000 兵庫県 968,700 兵庫県 82,900

奈良県 668,000 奈良県 971,900 奈良県 0

和歌山県 2,404,000 和歌山県 3,496,500 和歌山県 467,200

計 5,965,300 計 8,676,400 計 683,800

15,325,500

津波
堆積物

可燃物 不燃物

合計

■一次仮置場　必要面積算出

滋賀県

南海トラフ巨大地震

発生量 見かけ比重 条件

可燃物 347,000 t 可燃物 0.4 t/m3 積上げ高 5.0 m

柱角材 87,000 t 不燃物 1.1 t/m3 作業スペース割合 1.00 (100%)

不燃物 650,000 t 処理期間 3.0 年

コンがら 931,000 t

金属 65,000 t

その他 87,000 t ※その他は廃家電、処理困難物等とし、不燃物に分類する

2,167,000

一次仮置場　必要面積

発生量 434,000 t

年間処理量 144,667 t

仮置き量 289,333 t

必要面積 289,300 m2

発生量 1,733,000 t

年間処理量 577,667 t

仮置き量 1,155,333 t

必要面積 420,100 m2

709,400 m2

不燃物

合計

可燃物

不燃物

可燃物

3.2 算定結果（南海トラフ巨大地震） 

南海トラフ巨大地震における仮置場必要面積の算定結果を下表に示す。 

 

表 8 仮置場必要面積（南海トラフ巨大地震） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

府県別の仮置場必要面積の算定内容を以降に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 19

■一次仮置場　必要面積算出

京都府

南海トラフ巨大地震

発生量 見かけ比重 条件

可燃物 474,000 t 可燃物 0.4 t/m3 積上げ高 5.0 m

柱角材 119,000 t 不燃物 1.1 t/m3 作業スペース割合 1.00 (100%)

不燃物 890,000 t 処理期間 3.0 年

コンがら 1,275,000 t

金属 89,000 t

その他 119,000 t ※その他は廃家電、処理困難物等とし、不燃物に分類する

2,966,000

一次仮置場　必要面積

発生量 593,000 t

年間処理量 197,667 t

仮置き量 395,333 t

必要面積 395,300 m2

発生量 2,373,000 t

年間処理量 791,000 t

仮置き量 1,582,000 t

必要面積 575,300 m2

970,600 m2

可燃物

不燃物

可燃物

不燃物

合計
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■一次仮置場　必要面積算出

大阪府

南海トラフ巨大地震

発生量 見かけ比重 条件

可燃物 1,851,000 t 可燃物 0.4 t/m3 積上げ高 5.0 m

柱角材 463,000 t 不燃物 1.1 t/m3 作業スペース割合 1.00 (100%)

不燃物 3,471,000 t 津波堆積物 1.46 t/m3 処理期間 3.0 年

コンがら 4,975,000 t

金属 347,000 t

その他 463,000 t ※その他は廃家電、処理困難物等とし、不燃物に分類する

732,000 t

11,570,000

一次仮置場　必要面積

発生量 2,314,000 t

年間処理量 771,333 t

仮置き量 1,542,667 t

必要面積 1,542,700 m2

発生量 9,256,000 t

年間処理量 3,085,333 t

仮置き量 6,170,667 t

必要面積 2,243,900 m2

発生量 732,000 t

年間処理量 244,000 t

仮置き量 488,000 t

必要面積 133,700 m2

3,920,300 m2

可燃物

不燃物

可燃物

不燃物

合計

津波堆積物

津波堆積物
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■一次仮置場　必要面積算出

兵庫県

南海トラフ巨大地震

発生量 見かけ比重 条件

可燃物 799,000 t 可燃物 0.4 t/m3 積上げ高 5.0 m

柱角材 200,000 t 不燃物 1.1 t/m3 作業スペース割合 1.00 (100%)

不燃物 1,498,000 t 津波堆積物 1.46 t/m3 処理期間 3.0 年

コンがら 2,148,000 t

金属 150,000 t

その他 200,000 t ※その他は廃家電、処理困難物等とし、不燃物に分類する

454,000 t

4,995,000

一次仮置場　必要面積

発生量 999,000 t

年間処理量 333,000 t

仮置き量 666,000 t

必要面積 666,000 m2

発生量 3,996,000 t

年間処理量 1,332,000 t

仮置き量 2,664,000 t

必要面積 968,700 m2

発生量 454,000 t

年間処理量 151,333 t

仮置き量 302,667 t

必要面積 82,900 m2

1,717,600 m2合計

可燃物

可燃物

不燃物

不燃物

津波堆積物

津波堆積物
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■一次仮置場　必要面積算出

奈良県

南海トラフ巨大地震

発生量 見かけ比重 条件

可燃物 802,000 t 可燃物 0.4 t/m3 積上げ高 5.0 m

柱角材 200,000 t 不燃物 1.1 t/m3 作業スペース割合 1.00 (100%)

不燃物 1,504,000 t 処理期間 3.0 年

コンがら 2,155,000 t

金属 150,000 t

その他 200,000 t ※その他は廃家電、処理困難物等とし、不燃物に分類する

5,011,000

一次仮置場　必要面積

発生量 1,002,000 t

年間処理量 334,000 t

仮置き量 668,000 t

必要面積 668,000 m2

発生量 4,009,000 t

年間処理量 1,336,333 t

仮置き量 2,672,667 t

必要面積 971,900 m2

1,639,900 m2

可燃物

不燃物

可燃物

不燃物

合計

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 23

■一次仮置場　必要面積算出

和歌山県

南海トラフ巨大地震

発生量 見かけ比重 条件

可燃物 2,885,000 t 可燃物 0.4 t/m3 積上げ高 5.0 m

柱角材 721,000 t 不燃物 1.1 t/m3 作業スペース割合 1.00 (100%)

不燃物 5,409,000 t 津波堆積物 1.46 t/m3 処理期間 3.0 年

コンがら 7,752,000 t

金属 541,000 t

その他 721,000 t ※その他は廃家電、処理困難物等とし、不燃物に分類する

2,558,000 t

18,029,000

一次仮置場　必要面積

発生量 3,606,000 t

年間処理量 1,202,000 t

仮置き量 2,404,000 t

必要面積 2,404,000 m2

発生量 14,423,000 t

年間処理量 4,807,667 t

仮置き量 9,615,333 t

必要面積 3,496,500 m2

発生量 2,558,000 t

年間処理量 852,667 t

仮置き量 1,705,333 t

必要面積 467,200 m2

6,367,700 m2

可燃物

不燃物

可燃物

不燃物

合計

津波堆積物

津波堆積物
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組成 府県 必要面積m2 組成 府県 必要面積m2

滋賀県 0 滋賀県 0

京都府 170,000 京都府 235,200

大阪府 7,082,000 大阪府 9,785,700

兵庫県 1,836,700 兵庫県 2,538,200

奈良県 0 奈良県 0

和歌山県 0 和歌山県 0

計 9,088,700 計 12,559,100

21,647,800

可燃物 不燃物

合計

■一次仮置場　必要面積算出

京都府

上町断層帯地震

発生量 見かけ比重 条件

可燃物 204,000 t 可燃物 0.4 t/m3 積上げ高 5.0 m

柱角材 51,000 t 不燃物 1.1 t/m3 作業スペース割合 1.00 (100%)

不燃物 383,000 t 処理期間 3.0 年

コンがら 549,000 t

金属 38,000 t

その他 51,000 t ※その他は廃家電、処理困難物等とし、不燃物に分類する

1,276,000

一次仮置場　必要面積

発生量 255,000 t

年間処理量 85,000 t

仮置き量 170,000 t

必要面積 170,000 m2

発生量 970,000 t

年間処理量 323,333 t

仮置き量 646,667 t

必要面積 235,200 m2

405,200 m2合計

可燃物

可燃物

不燃物

不燃物

3.3 算定結果（上町断層帯地震） 

上町断層帯地震における仮置場必要面積の算定結果を下表に示す。 

 

表 9 仮置場必要面積（上町断層帯地震） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

府県別の仮置場必要面積の算定内容を以降に示す。 
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■一次仮置場　必要面積算出

大阪府

上町断層帯地震

発生量 見かけ比重 条件

可燃物 8,498,000 t 可燃物 0.4 t/m3 積上げ高 5.0 m

柱角材 2,125,000 t 不燃物 1.1 t/m3 作業スペース割合 1.00 (100%)

不燃物 15,934,000 t 処理期間 3.0 年

コンがら 22,839,000 t

金属 1,593,000 t

その他 2,125,000 t ※その他は廃家電、処理困難物等とし、不燃物に分類する

53,114,000

一次仮置場　必要面積

発生量 10,623,000 t

年間処理量 3,541,000 t

仮置き量 7,082,000 t

必要面積 7,082,000 m2

発生量 40,366,000 t

年間処理量 13,455,333 t

仮置き量 26,910,667 t

必要面積 9,785,700 m2

16,867,700 m2合計

可燃物

可燃物

不燃物

不燃物
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■一次仮置場　必要面積算出

兵庫県

上町断層帯地震

発生量 見かけ比重 条件

可燃物 2,204,000 t 可燃物 0.4 t/m3 積上げ高 5.0 m

柱角材 551,000 t 不燃物 1.1 t/m3 作業スペース割合 1.00 (100%)

不燃物 4,133,000 t 処理期間 3.0 年

コンがら 5,924,000 t

金属 413,000 t

その他 551,000 t ※その他は廃家電、処理困難物等とし、不燃物に分類する

13,776,000

一次仮置場　必要面積

発生量 2,755,000 t

年間処理量 918,333 t

仮置き量 1,836,667 t

必要面積 1,836,700 m2

発生量 10,470,000 t

年間処理量 3,490,000 t

仮置き量 6,980,000 t

必要面積 2,538,200 m2

4,374,900 m2合計

可燃物

可燃物

不燃物

不燃物
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3.4 仮置場候補地の選定 

(1)仮置場候補地の選定基準 

仮置場の選定および配置計画のポイントとして、以下のように示されている。 

 

表 10 仮置場の選定および配置のポイント 

【参考情報】 
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出典：災害廃棄物対策指針（改訂版）技術資料 【技 1-14-5】p1,2 

（平成 30 年 3 月 環境省環境再生・資源循環局 災害廃棄物対策室） 

 



 

 29

尼崎沖埋立処分場 兵庫県尼崎市東海岸町地先 597,000
大阪湾フェニック
スセンター

泉大津埋立処分場 大阪府泉大津夕凪町地先 444,000
大阪湾フェニック
スセンター

神戸沖埋立処分場 兵庫県神戸市東灘区向洋町地先 338,000
大阪湾フェニック
スセンター

大阪沖埋立処分場 大阪府大阪市此花区北港緑地地先 (陸地なし)
大阪湾フェニック
スセンター

北港南処分場 大阪府大阪市此花区１丁目 1,471,000 大阪市

網干沖処分場 兵庫県姫路市網干区網干浜 716,000 兵庫県

阪南港ちきりアイランド 大阪府岸和田市岸之浦町 296,000 大阪府

堺第７－３区 大阪府堺市西区築港新町４丁 1,528,000 大阪府

5,390,000合計

管理者
仮置場

面積(m2)
名称 所在地

想定地震 組成別
仮置場必要

面積(m2)
仮置場
充足率

可燃物 5,965,300 90.4%

不燃物 8,676,400 62.1%

津波堆積物 683,800 100.0%

合計 15,325,500 35.2%

可燃物 9,088,700 59.3%

不燃物 12,559,100 42.9%

合計 21,647,800 24.9%

上町断層帯地震

南海トラフ巨大地震

(2)仮置場候補地の選定 

近畿管内の海面処分場（跡地）における仮置場候補地と仮置場必要面積を以下に整理する。 

仮置場面積は、Google Earth で確認し、海面処分場（跡地）の陸地化している空地を対象に、

ネット上で面積を計測した概算値である。 

また、次頁以降に、近畿管内の海面処分場（跡地）における仮置場候補地の位置関係、仮置

場候補地の空中写真を示す。 

 

表 11 近畿管内における海面処分場（跡地）における仮置場候補地面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（必要面積と充足率） 
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図 5 海面処分場(跡地)の仮置場候補地 


